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添付書類：別紙「不成立案件に係る随意契約における事務手続」 
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別紙 

不成立案件に係る随意契約における事務手続 

 

 競争に付しても入札者がないとき（以下「不成立」という。）により契約に至ら

ない建設工事等については、一定条件を満たす場合に予算決算及び会計令（昭和２

２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第９９条の２の規定により随意契

約によることができるとされている。 

建設工事等の発注に当たり不成立案件が生じた際に、予算の適正な執行に資する

ため、不成立案件の随意契約における契約相手方の選定方法などの具体的な事務手

続を以下のとおり定める。 

 

１ 対象案件 

地方防衛局、地方防衛支局（長崎防衛支局を除く。）及び名護防衛事務所（以

下「地方防衛局等」という。）において発注する建設工事（建設業法（昭和２４

年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。）並びに建設コン

サルタント業務（建設工事に係る技術業務委託の契約等の事務処理要領について

（防整施（事）第１４４号。２８．３．３１）の別紙第２項に規定する技術業務

をいう。）とする。 

 

２ 不成立案件に係る随意契約の適用範囲 

予決令第９９条の２の規定による随意契約は、入札・契約手続のより一層の

透明性等の確保について（防整施第６９２０号。２８．３．３１）及び建設工

事等の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策につい

て（防整施第１５３５号。令和３年２月５日）別紙の第３項①から④の必要な

対策を講じた上で、入札者がなく、不成立になった建設工事及び建設コンサル

タント業務に適用するものとする。 

 

３ 見積依頼先の選定に係る手続 

契約手続の公平性を確保するため、見積依頼先の選定を以下により行うもの

とする。 

(1) 建設工事にあっては、以下の①から③に掲げる方法により見積依頼候補者 

を選定し、見積合せへの応否を確認する。 

各段階において見積依頼候補者が１０者以上いる場合は経営事項評価数値

（基準額未満は総合審査数値）の高い者から１０者選定し、１０者すべてに

見積合せへの応否を確認する。見積合せに応じる者が現れるまで繰り返し、

見積合せに応じる者が現れた時点で随意契約の手続に移行する。 

なお、各段階で１者しか応じない場合は、その者を見積依頼先とする。 

① 次のＡからＣをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定する。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において同一工種の資格を有する者 



Ｃ 不成立案件と同一基地・駐屯地等において当該発注機関が発注した工

事を現に履行中の者 

② 上記①により見積の依頼先を選定することができなかった場合は、次の

Ａ及びＢを満たし、かつ、Ｃ又はＤを満たす者（なるべく２者以上の者）

を選定する。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において同一工種の資格を有する者 

Ｃ 当該発注機関が発注した工事を現に履行中の者 

Ｄ 一定の期間内（当該年度及び前年度から５年以内を標準とし、選定者

がいない場合には、１０年、１５年と拡大する。以下、(1)において同

じ。）に当該発注機関が発注した工事の履行実績を有する者 

③ 上記①及び②により見積の依頼先を選定することができなかった場合

は、次のＡ及びＢをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定す

る。ただし、運用の基盤的機能を有する防衛施設の場合は、公共実績を有

する者とする。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において同一工種の資格を有する者 

(2) 建設コンサルタント業務にあっては、以下の①から⑤に掲げる方法により

見積依頼候補者を選定し、見積合せへの応否を確認する。 

各段階において見積依頼候補者が１０者以上いる場合は総合審査数値の高

い者から１０者選定し、１０者すべてに見積合せへの応否を確認する。見積

合せに応じる者が現れるまで繰り返し見積合せに応じる者が現れた時点で随

意契約の手続に移行する。 

なお、各段階で１者しか応じない場合は、その者を見積依頼先とする。 

① 次のＡからＣをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定する。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において不成立案件と同一業種かつ同一格付の資

格を有する者 

Ｃ 一定の期間内（当該年度及び前年度から５年以内を標準とし、選定者

がいない場合には、１０年と拡大する。以下、(2)において同じ。）に、

当該発注機関において同一業種の業務の履行実績がある者 

② 上記①により見積の依頼先を選定することができなかった場合は、次の

ＡからＣをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定する。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において不成立案件と同一業種かつ同一格付の資

格を有する者 

Ｃ 一定の期間内に、当該発注機関以外の地方防衛局等において同一業種



の業務の履行実績がある者 

③ 上記①及び②により見積の依頼先を選定することができなかった場合

は、次のＡからＣをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定す

る。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において不成立案件と同一業種の資格を有する者 

Ｃ 一定の期間内に、当該発注機関において同一業種の業務の履行実績が

ある者 

④ 上記①から③により見積の依頼先を選定することができなかった場合

は、次のＡからＣをすべて満たす者（なるべく２者以上の者）を選定す

る。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において不成立案件と同一業種の資格を有する者 

Ｃ 一定の期間内に、当該発注機関以外の地方防衛局等において同一業種

の業務の履行実績がある者 

⑤ 上記①から④により見積の依頼先を選定することができなかった場合

は、次のＡ及びＢの両方を満たす者（なるべく２者以上の者）を選定す

る。ただし、運用の基盤的機能を有する防衛施設の場合は、公共実績を有

する者とする。 

Ａ 当該発注機関の所在地を管轄する地方防衛局等に競争参加を希望する

者 

Ｂ 防衛省競争参加資格において不成立案件と同一業種の資格を有する者 

(3) 見積依頼候補者を選定したときは、付紙第１を参考に作成した意向確認書 

と仕様書、図面、現場説明書、契約書案及び見積心得書等の必要な書類を交 

付し、返信をもって見積合せに応じるか否か意向の確認を行う。 

(4)  上記(1)又は(2)における見積依頼候補者の選定に当たっては、対象者の意 

向及び施工能力を踏まえた上で選定するものとする。 

(5) 上記(1)又は(2)において、現に履行中の者又は履行実績を有する者が経常 

建設工事共同企業体以外の共同企業体の場合は、当該共同企業体を見積依頼 

候補者としないものとし、当該共同企業体の代表者を含む構成員についてそ 

れぞれの意向及び施工能力を踏まえた上で、見積依頼候補者として選定する 

ものとする。 

(6)  上記(1)又は(2)における履行実績において、当該履行実績の工事成績又は 

業務成績が６５点未満の場合は、品質確保の観点から、工事又は業務の履行 

実績とはみなさないものとする。 

 

４ 随意契約の手続 

(1) 前号第３号の確認により見積合せに応じる意向を表明した者を見積依頼先 

として選定する。 



(2) 随意契約を行う理由及び見積依頼先の選定理由については、付紙第２の記  

載例を参考として整理の上、競争参加資格・指名審査委員会の審議を受け

る。 

(3) 前号の後、付紙第３を参考にして見積依頼通知書を作成し、見積依頼先に 

通知するとともに、改めて当該工事に係る仕様書、図面、現場説明書、契約 

書案及び見積心得書の必要な書類を交付する。 

なお、電子入札システムにより見積合せを行う場合は、付紙第３の内容を 

電子入札システムに入力し通知する。 

(4) 見積合せの結果、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申し込み 

した者を契約の相手方とする。 

(5) 建設工事にあっては、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法 

律及び同施行令の取扱いに係る細部事項の運用について（防整施第１６８８ 

１号。令和２年１０月２８日）別紙様式第５により、建設コンサルタント業 

務にあっては、建設工事に係る技術業務の発注情報等の公表の運用について 

（防整施第１６８８２号。令和２年１０月２８日）別紙様式第７により、そ 

れぞれ契約締結後遅滞なく公表する。 

なお、選定理由欄については付紙第４の記載例を参考に作成し、随意契約 

理由及び業者選定理由を記載する。 

 

５ その他 

(1)  不成立案件の随意契約を行う際には、予決令第９９条の２の規定に留意 

し、実施するものとする。 

(2) この通知の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局建設制度官と協 

議するものとする。 

 



付紙第１ 

 

○年○月○日 

 株式会社○○組 御中 

 

 

支出負担行為担当官 

○○防衛局長 

   ○○ ○○ 

 

ご意向確認の依頼について 

 

 本件は、下記工事について、入札公告を行った結果、入札参加希望者が不在で

あったため随意契約を計画しており、貴社において見積合せに応じて頂けるか

ご意向をお伺いしたく依頼するものです。 

つきましては、下記の要件をご確認いただき、見積提出のご意向の有無につい

て、○月○日○時までにＦＡＸ又はメールでご連絡いただけますようよろしく

お願いします。 

記 

 

１ 工事名 ○○（○）○○建築工事 

２ 工事場所 ○○県○○市（○○自衛隊○○基地） 

３ 工事内容 仕様書及び図面のとおり 

４ 契約条項及び諸条件 現場説明書及び契約書案のとおり 

５ 連絡先 

  ○○県○○市○○○－○ ○○合同庁舎  

○○防衛局総務部契約課○○係 

   ＴＥＬ：○○－○○○○－○○○○（内線○○○） 

ＦＡＸ：○○－○○○○－○○○○ 

  メールアドレス： 

 

※ 記３及び４の資料については、ダウンロードシステム内の件名「○○（○）

○○建築工事」に格納しておりますのでそちらをご覧ください。 



付紙第２ 

（記入例） 

随意契約理由書 

 

１ 工 事 名：○○（○）○○建築工事 

 

２ 工事場所：○○県○○市（○○自衛隊○○基地） 

 

３ 適用法令：会計法第２９条の３第５項 

       予算決算及び会計令第９９条の２ 

 

４ 当該工事の目的・内容及び随意契約に付する理由 

(1) 当該工事の目的・内容 

  本工事は、○○自衛隊○○基地内において、新設庁舎（ＲＣ－○Ｆ、○○○

○○○㎡）の建築工事を実施するものである。 

(2) 随意契約に付する理由 

  本工事は、競争に付したが入札者がいなかったため、会計法第２９条の３第

５項及び予算決算及び会計令第９９条の２の規定により、契約を締結するもの

である。 

(3) 見積依頼先の選定理由 

  ○○自衛隊○○基地内において現に建築一式工事を履行中の者のうち、意

向を表明した以下に掲げる者に見積書の提出を依頼し、予算価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって申込みをした者と契約を締結する。 

 

 

   

業者名 選定理由 

○○○○(株) ○○自衛隊○○基地内において、○○

（○）○○建築その他工事を履行中で

ある。 

(株)○○組 ○○自衛隊○○基地内において、○○

（○）○○新設建築工事を履行中であ

る。 

 



付紙第３ 

 

○年○月○日 

 株式会社○○組 

 代表取締役 ○○ ○○ 殿 

 

支出負担行為担当官 

○○防衛局長  

○○ ○○ 

 

見積依頼通知書 

 

 下記工事に係る見積書の提出者として選定されたため通知します。 

 

１ 工事名 ○○（○）○○建築工事 

２ 工事場所 ○○県○○市（○○自衛隊○○基地） 

３ 工事内容 仕様書及び図面のとおり 

４ 契約条項及び諸条件 現場説明書及び契約書案のとおり 

５ 見積書開封日時 ○年○月○日 ○時○分 

６ 見積書提出方法及び注意事項 

(1) 提出期間 

  ○年○月○日から○年○月○日まで（行政機関の休日を除く。）の毎

日、○時から○時まで（12時から 13時までの間を除く。）。ただし、最

終日は○時まで。郵送等による場合は○年○月○日○時必着とします。 

(2) 提出場所 

  ○○県○○市○○○－○ ○○合同庁舎 ○○防衛局総務部契約課 

(3) 提出方法 

  見積書を封筒に入れて封かんし、見積書を入れた封筒の表に「見積書在

中」と朱書きし、開封日時及び商号又は名称を記載の上、提出して下さ

い。 

(4) 見積書提出者のうち、予定価格の制限の範囲内で最も安価な見積書を

提出した者を契約の相手方として決定します。契約相手方の決定に当た

っては、見積書に記載された金額に当該金額の 100分の 10に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てた金額）をもって決定価格とするので、見積書提出者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ



ず、見積った契約希望金額の 110 分の 100 に相当する金額を見積書に記

載して下さい。 

(5) 見積書の提出により、本工事の契約条項及び諸条件に同意したものと

します。見積心得書の内容を熟読したうえで見積書の提出を行ってくだ

さい。 

(6) 工事費内訳明細書の提出は必要ありません。 

７ 連絡先 

  ○○県○○市○○○－○ ○○合同庁舎  

○○防衛局総務部契約課 ○○係 

   ＴＥＬ：○○－○○○○－○○○○（内線○○○） 



付紙第４ 

（記載例） 

随 意 契 約 結 果 書 

 

 

工事名 

 

 

○○（○）○○
 

建築工事
 

 

 

工事
 

場所
 

 

 

○○県○○市 

 

 

種別 

 

 

土木一式 

 

 

工期 

 

 

○.○.○ 

～ 

○.○.○ 

 

工事
 

概要
 

 

 

庁舎（ＲＣ－●、●●

●㎡）新設に係る建築

工事 

 

 

 

契約の相手方 

 

 

名称等 

 

株式会社○○組 

 

法人番号 

 

○○○○○○○○○○○○ 

 

住所 

 

○○県○○市○○町○○－○○ 

契約金額 ￥○○，○○○，○○○．－（税込）   （￥○○，○○○，○○○．－（税抜）） 

予定価格 ￥○○，○○○，○○○．－（税込）   （￥○○，○○○，○○○．－（税抜）） 

契約年月日 ○年○月○日 

 

選定理由 

 

 

 

 

 本工事は、競争に付したが入札者がいなかったため、会計法第２９条の３第５項及び予算決算及び会計令第

９９条の２の規定により、契約を締結したものである。  

○○自衛隊○○基地内において、意向を表明した者へ見積書の提出を依頼し、予定価格の範囲内で見積金額

が最も安価であったため、上記の者を契約相手方とした。 

 

 


